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ふるさと企業育成ファンド事業（新分野展開スタートアップ支援事業） 元気な産業 ○ H23 4 1 ○ - 0 0 - ○ ○ 0

ふくいの逸品創造ファンド事業 元気な産業 ○ H19 8 1 ○ - 0 0 - ○ ○ ○ 0

ビジネスステップアップ支援事業 元気な産業 ○ H12 15 1 ○ 28,179 0 0 28,179 ○ ○ ○ ○ ○ 0

産業支援センター運営事業 元気な産業 ○ Ｓ55 35 1 ○ 154,608 0 0 154,608 ○ ○ ○ ○ 0

ふくい街角景気速報調査事業 元気な産業 ○ H20 7 1 ○ 864 0 0 864 ○ ○ 0

中小企業経営革新支援事業 元気な産業 ○ H12 15 1 ○ 270 0 0 270 ○ ○ ○ 0

チャレンジ発注推進事業 元気な産業 ○ H17 10 1 ○ 231 0 0 231 ○ ○ ○ 0

県産品売る力強化事業 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 5,009 0 0 5,009 ○ 0

事業承継モデル支援事業 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 640 0 0 640 ○ △ 1,619

福井県経済新戦略推進本部運営事業 元気な産業 ○ H23 4 1 ○ 3,000 0 0 3,000 ○ ○ ○ 0

中小企業団体中央会育成事業 元気な産業 ○ Ｓ32 58 1 ○ 89,507 0 0 89,507 ○ ○ ○ ○ 0

小規模事業経営支援事業費補助金 元気な産業 ○ Ｓ35 55 1 ○ 923,796 0 0 923,796 ○ ○ ○ 0

嶺南企業人材スキルアップ支援事業 元気な産業 ○ H25 2 1 ○ 1,898 0 0 1,898 ○ ○ ○ 0

地域における中小企業の魅力発信事業 元気な産業 ○ H25 2 1 ○ 3,000 0 0 3,000 ○ ○ 0

福井県産業情報センター運営費 元気な産業 ○ H6 21 2 ○ 154,765 33,915 923 119,927 ○ ○ ○ ○ ○ 0

中小企業経営資源強化対策事業（中小企業取引情報提供事業） 元気な産業 ○ Ｓ51 39 1 ○ 7,400 0 0 7,400 ○ ○ ○ ○ ○ 0

産業情報化支援事業 元気な産業 ○ S55 35 2 ○ 14,434 0 0 14,434 ○ ○ ○ 0

Ｅ－コマース拡大強化事業 元気な産業 ○ H25 2 1 ○ 4,850 0 0 4,850 ○ ○ 0

ふくいｅ-オフィスプロジェクト 元気な産業 ○ H26 1 1 ○ 5,245 0 0 5,245 ○ 0

ふくい貿易促進機構設置運営事業 元気な産業 ○ ○ ○ H23 4 3 ○ 65,167 0 0 65,167 ○ ○ ○ ○ 0

県貿易情報センター負担金 元気な産業 ○ Ｓ43 47 1 ○ 9,300 0 0 9,300 ○ ○ ○ ○ 0

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金 元気な産業 ○ H6 21 1 ○ 1,900 0 0 1,900 ○ ○ ○ 0

8 11 5 26 22 0 1,474,063 33,915 923 1,439,225 6 7 1 5 2 0 4 0 10 3 2 0 3 0 0 1 0 21 0 0 0 1 0 0 0 △ 1,619

事            業           名
事業
開始
年度

一般会計

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）産業政策課

会計区分

課・室名

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
26年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H33 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

10,000,000 - -

10,000,000 - -

10,000,000 - -

7 9 23

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　ふるさと産業の元気再生を図るため、引き続き新規採択を行うとともに、採択案件については、
事業計画の達成に向け、産業支援機関や金融機関との連携の下、継続的にフォローアップを実施し
ていく。
  また、不採択案件についても、他支援制度の活用を積極的に行うことで、県内企業の新分野展開
の取組みを促進する。

見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 -

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　２６年度は、３９社からの応募があるなど、本事業に対する県内企業の期待・ニーズは高いな
か、新規性・成長性に優れた１１社を採択するとともに、採択に至らなかった企業に対し、他支援
制度（雇用基金事業、経営革新事業等）で８社を採択し、支援を行った。 ■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） - 成果目標は「支援企業の売上高を５年間で５％以上増加」

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

指標

の推移 成果

平成26年度末までに50社　※Ｈ23～26の支援件数　58件 Ⅰ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 -

活動 ファンド等による支援企業数 19 55.6%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 -

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 -

法定受託事務

[事業目的]

　県内金融機関と協力し、県内中小企業の新分野への展開支援を強化することにより、ふるさと産業の元気再生につなげる。

［事業内容］

　県内金融機関の出資を受け、（公財）ふくい産業支援センターに創設したファンド（県２０億円、金融機関８０億円）
の運用益を活用して行う「新分野展開スタートアップ支援事業」
　内容：既存事業の経営資源を活用した多角化や事業転換への助成
　　　　　補　助　率：２／３
　　　　　補助限度額：１,０００万円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふるさと企業育成ファンド事業（新分野展開スタートアップ支援事業） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ H29 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 8 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

- - - -

- - - -

- - - -

33 15 29 23

66.7 75.0 82.0 83.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内経済の活性化には、県内中小企業の地域資源を活かした新たな取組みが不可欠である。今後
も事業内容の拡充等を図り、県内中小企業等への支援を継続する。
　また、助成金交付後３年以内の事業化達成に向け、産業支援機関や金融機関との連携の下、継続
的にフォローアップを実施していく。

見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 -

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　事業内容について、平成26年度は「恐竜関連新商品開発支援事業」を追加するなど、支援メ
ニューの拡充を図り、より多くの支援ニーズに対応するよう努めた。特に、9月補正予算で助成対
象経費の拡充を図ったところ、申請者数の大幅な増加につながった。
　また、助成金交付後の３年以内の事業化達成率も徐々に上昇している。 ■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） -
平成２１年度　「農商工連携による新事業創出支援事業」を追加
平成２４年度　「産業支援機関によるチャレンジ企業創出支援事業」を追加
                  「地域資源等を活用した新商品開発・販路開拓支援事業」のなか
　　　　　　　　　に、「小規模企業連携枠」、「嶺南企業特別支援枠」を創設
平成２５年度  「地域資源等を活用した新商品開発・販路開拓支援事業」のなか
　　　　　　　　　に、「ふくいの産業遺産・手しごと承継事業枠」を創設
平成２６年度　「恐竜関連新商品開発支援事業」、「重点（成長産業）分野に挑戦
　　　　　　　　　する企業支援事業」を創設
　　　　　　　　　「地域資源等を活用した新商品開発・販路開拓支援事業」を「”福
                  井の強みを活かすチャレンジ企業支援事業”」に編成
　　　　　　　　　備品購入費等助成対象経費の拡充

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

Ⅰ

指標

の推移 成果 助成金交付後３年以内の事業化達成率 84.5 6.2% ５０％以上

ファンド終了年度までに２００件　※Ｈ19～26の支援件数　206件 Ⅰ

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移 -

活動 支援件数 34 16.5%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 -

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 -

法定受託事務

[事業目的]

　繊維産業、眼鏡産業といった地場産業をはじめとする地域の産業が培ってきた技術、特色ある観光資源等を活かした創意工夫のある新商品・新サービスの開発を支援することで、地域産業の活性化を図
る。

［事業内容］

　（公財）ふくい産業支援センターに組成した地域産業活性化ファンド（県からの貸付金50億円）の運用益を活用して行う以下の事業
　①恐竜関連新商品開発支援事業
　②重点（成長産業）分野に挑戦する企業支援事業
　③”福井の強みを活かす”チャレンジ企業支援事業
　④企業連携による新商品開発等支援事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふくいの逸品創造ファンド事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 創業・ＩＴビジネス支援

－２－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

49,357 38,748 38,511 32,572

31,963 31,257 38,428 28,515

29,907 28,284 30,376 22,914

1,200 1,193 1,040 1,041

57 80 100 100

36 17 32 27

14 104 61 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

小規模企業支援

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他
　県内企業の支援ニーズ等を反映し、商工会議所等他支援機関と連携を図りながら、従来以上に効
果的な事業の実施に努める。
　また、特に経済・雇用環境の厳しい嶺南地域において、引き続き、中小企業の支援体制を強化す
ることで、地域経済の持続的な発展を図る。

見　直　し　額

□ 廃　　止 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 28,179

[事業の評価]

国庫については、平成１８年度から一般財源化により、県単事業に移行

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し
　専門アドバイザーを活用する等、充実した形で県内企業の経営改善や新事業展開等をサポートし
たなかで、事業者の経営改善が図れる等の成果が出ている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

千　円

整理統合

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 28,179
平成１２年度　福井県産業振興財団を県中小企業支援センターに指定
平成１３年度　産業振興財団を福井県産業支援センターに統合し県中小企業支援センター機能も移転
平成１５年度　新規創業支援事業、女性企業家支援事業の追加
平成１６年度　セミナー等７事業の廃止、プロマネ等設置事業の充実
平成１８年度　成果連動型予算システムを導入
平成２０年度　事業承継支援事業の追加
平成２２年度　新事業支援機関等連絡協議会運営事業、事業承継支援事業の一部（セミナー）廃止
平成２３年度　女性企業家支援事業の廃止、事業承継支援事業を整理統合
平成２４年度　専門家派遣事業に嶺南特別枠を追加

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

14.2% Ⅰ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

指標 経営革新による雇用創出数 19 259.9%

の推移 成果 地域資源の活用等による新事業の創出 37

相談窓口相談件数 　　　　　　          Ⅳ

事業効果 指標 アドバイザー派遣件数 60 6.3% アドバイザー派遣企業数 Ⅰ

決 算 額 の 推 移 △ 7.5%

活動 企業相談件数 970 △ 5.0%

△ 1.6%

　（公財）ふくい産業支援センターが行う以下の中小企業に対する経営資源強化対策事業を支援する。
　①プロジェクトマネージャー等設置事業　　　　②新規創業支援事業　　　　　　　　　　　　③経営安定フォローアップ事業
　④専門家派遣事業　　　　　　　　　　　　　　⑤支援体制整備円滑化事業　　　　　　　　　⑥職員能力開発強化事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 29,611

[事業目的]

　多様で活力ある産業発展の担い手である中小企業等に対し、独創性、機動性を発揮して新たな事業展開を行うために必要な経営ノウハウ、技術、人材、情報等の経営資源を円滑に確保できるよう各種支
援を行う。

［事業内容］

△ 11.7%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

28,179

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部 産業政策

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

事業終了
予定年度

事      業      名 ビジネスステップアップ支援事業 含まれる事業数

－３－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ Ｓ55 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 35 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

230,555 183,502 190,273 181,581

173,206 183,502 183,111 150,191

171,803 179,117 161,398 141,057

3,197 3,271 3,146 2,892

2,739 2,857 2,848 2,478

98.1 97.8 97.7 98.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

小規模企業支援

そ の 他
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　人材育成、デザイン振興の機能が一体となっている点を最大限に活かし、公益財団法人として、
県内企業の要望に対し的確かつ迅速な対応を図るとともに、引き続き事務のスリム化と効率化を進
めていく。

終期の見直し

整理統合 □ 廃　　止 □

　県内の中小企業に対する中核的支援機関として、経営革新、創業促進、人材育成、デザイン振興
等の面から総合的な相談対応や企業訪問によるサポートを実施することで、顧客からは高い評価を
得ている。

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 154,608

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

見　直　し　額 千　円

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 154,608 昭和４６年８月　福井県中小企業公社設立
昭和５５年４月　福井県産業情報センター設立
昭和６２年３月　福井県産業振興財団設立
平成１３年４月　上記３財団を福井県産業支援センターとして統合
平成１７年４月　福井県産業支援センターに福井県中小企業産業大学校および
　　　　　　　　　　福井県デザインセンターを統合し、ふくい産業支援センターに改称
平成２３年４月　公益財団法人に移行

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

△ 0.4% 利用企業のうち「満足」と答えた企業の割合　９０％以上 Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 顧客満足度（％） 96.6

支援センター全体 Ⅲ

事業効果 指標 企業訪問数 2,284 △ 4.2% 　　　　〃　　　　　　 Ⅲ

決 算 額 の 推 移 △ 6.1%

活動 相談件数 2,879 △ 2.5%

△ 2.3%

　（公財）ふくい産業支援センターの運営費を助成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 157,496

[事業目的]

　地域経済等に関する調査研究を行う（公財）ふくい産業支援センターの運営費を助成し、県内の中小企業者に対し、企業活動に必要な情報の収集・提供および中小企業の情報化の促進を支援する。

［事業内容］

△ 8.6%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

154,608

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部 産業政策

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

事業終了
予定年度

事      業      名 産業支援センター運営事業 含まれる事業数

－４－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｔ

1 □ ■ H20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,470 1,470 1,287 1,295

1,470 1,470 1,287 641

1,470 1,470 1,287 641

12 12 12 12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　引き続き、景気動向を広く県民に公表するとともに、指標に注視し、新しい政策などを立案する
ためのデータとして活用していく。

見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 864

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　迅速で正確な調査結果の作成・公表に努め、県内の景気動向把握のための指標として活用してい
る。

■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 864 平成２５年度　財源について、緊急雇用基金から一般財源に振替 本県の経済動向を迅速かつ正確に把握する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

指標

の推移 成果

Ⅱ

事業効果 指標

△ 7.0%

決 算 額 の 推 移 △ 20.9%

活動 結果公表回数 12 0.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,164 △ 5.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 864

法定受託事務

[事業目的]

　急激に変化する経済情勢において、本県の経済動向を迅速かつ正確に把握する。

［事業内容］

　県内の様々な業種で働く100人に対する景気の現状・先行きに関するアンケート調査を毎月実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふくい街角景気速報調査事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 経済戦略推進

－５－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

270 270 270 270

270 270 270 270

270 270 224 182

28 22 13 14

14 104 61 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他
　商工会連合会や商工会議所、金融機関において、県内企業の経営革新を後押しする枠組みが整っ
てきていることから、これらの協力も得ながら対象企業の掘り起こしと承認申請への誘導を進めて
いく。 見　直　し　額

□ 廃　　止 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 270

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し
　厳しい経済状況を反映し承認件数は減少傾向にあるが、経営革新の取組みが、県内中小企業の経
営基盤の強化および雇用創出につながっている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

千　円

整理統合

予　算　額　（単位：千円） 270 平成１３年度　採択企業数増加に伴う予算額の増加
平成１６年度　１件当りの補助額実績を勘案した予算額の減
平成１８年度　国庫補助廃止に伴う県単事業への移行と予算額の減
平成２２年度　補助事業の廃止

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 経営革新による雇用創出数 19

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

259.9% 単年度純増 Ⅰ

Ⅳ

指標

決 算 額 の 推 移 △ 11.9%

活動 計画承認企業数 17 △ 8.3%

0.0%

（１）中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（中小企業新事業活動促進法）に基づき、中小企業者等が作成する経営革新計画を承認する。
（２）承認企業に対してフォローアップ調査を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 270

[事業目的]

  経済環境の変化に即応して中小企業が行う経営革新を支援し、併せて将来の経営革新に寄与する経営基盤の強化を支援する。

［事業内容］

0.0%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

所　　属 産業労働 部 産業政策

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

事業終了
予定年度

事      業      名 中小企業経営革新支援事業 含まれる事業数

事業効果

創業・ＩＴビジネス支援

指標

270

事 業
区 分

－６－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

224 224 224 224

224 224 224 224

224 224 154 120

15 10 12 11

19 4 14 17 Ｈ17～26の受注実績　１１２，１８９千円（１１８件）

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

そ の 他

拡　　充 □

その他特定財源

縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

見　直　し　額

終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　今後も、新規性や独自性等の高い製品・役務を認定し、活用されるよう県や市町の機関に対する
ＰＲ活動を積極的に行う。
　また、同様の認定制度を持つ全国の自治体で構成する「トライアル発注全国ネットワーク」を活
用したＰＲにも努める。

一　般　財　源 231

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

千　円

整理統合 □ 廃　　止 □

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 231

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

36.4% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 受注件数 9

Ⅳ

事業効果 指標

△ 17.8%

活動 認定製品・役務数 9 △ 10.0% Ｈ26末現在　認定件数　３２件（２５社）（有効期限3年間）

事      業      名 チャレンジ発注推進事業 含まれる事業数

231 0.8%

（１）チャレンジ発注制度による製品等の購入促進
（２）パンフレット作成
（３）ホームページ等により庁内外に向けてＰＲ

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 231

県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 法定受託事務

決 算 額 の 推 移

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

　平成１７年度からの制度であり、近年は１０件／年以上の製品・役務を認定しており、認定製
品・役務の受注件数も増加してきている。
　また、官公庁購入以外でも、認定事業者がパンフレットを販路開拓に活用している。

事 業
区 分

[事業目的]

　新しい事業分野を開拓しようとするベンチャー企業や経営革新を目指す県内中小企業者の開発した製品等（商品、役務）の官公庁での購入を促進し、必要なものについては県自らが購入するなど、受注
企業の信用力を高めることにより、販路開拓を支援する。

［事業内容］

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

所　　属 産業労働 部 産業政策

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

創業・ＩＴビジネス支援

0.8%

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業

国　庫 実行予算

－７－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

小規模企業支援

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他　専門家派遣による指導の様子を動画等で公開するとともに、活用事例集を作成・配布すること
で、県内事業者の販売力向上のための意識醸成を図っていく。

見　直　し　額

□ 廃　　止 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 5,009

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し
　専門家を活用し、効果的な動画を作成するための体験型講座や伝え方のコツを伝授する勉強会を
開催し、販売力向上のためのノウハウを県内業者に広めることができた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

千　円

整理統合

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 5,009

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果

H26目標：10社

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 専門家派遣件数 46

（１）専門家派遣体制の整備
（２）自社製品を紹介する販売ツールとしてモデル事例集の作成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 9,343

[事業目的]

　企業が自ら「売る力」を身につけるため、専門家が直接指導する体制を整備し、商品の魅力のストーリー化とセールストークなどの販売ノウハウの向上を図る。

［事業内容］

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

5,009

事 業
区 分

所　　属 産業労働 部 産業政策

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

法定受託事務

事業終了
予定年度

事      業      名 県産品売る力強化事業 含まれる事業数

－８－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　公募によるマッチングは、経営への影響を懸念され、希望する被承継事業者がいなかったことか
ら、２７年度は、県外居住の後継者の県内移転費用や事業承継計画の策定を支援する。

見　直　し　額 △ 1,619 千　円

一　般　財　源 640

そ の 他□ 整理統合 ■ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　公募を希望する被承継事業者がおらず、マッチングは不成立であったが、事業承継を希望する老
舗企業等の承継計画策定について、５件支援した。

□ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 640

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

指標

の推移 成果 事業承継件数 5 H26目標：4件

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,619

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 640

法定受託事務

[事業目的]

　企業の新陳代謝を促進するため、新規創業希望者と後継者不在の課題を抱える中小企業を結び付け、円滑な事業承継を支援する。

［事業内容］

　商工会議所、商工会を通じた承継者・被承継者の発掘とマッチングを実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 事業承継モデル支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

－９－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｔ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,200 1,000 2,681

1,200 1,000 1,602

1,104 265 1,104

3 1 1

4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

経済戦略推進

事業終了
予定年度

含まれる事業数

法定受託事務

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

[事業目的]

　福井経済新戦略に基づくプロジェクトの企画、実施に向け、県と企業・経済界が一体となって推進する組織を設置・運営する。

［事業内容］

（１）福井県経済新戦略推進本部の設置・運営
（２）経済新戦略推進チームによるプロジェクトの推進
（３）経済政策研究会の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

産業政策

事　業
開　始
年　度

産業労働 部

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県経済新戦略推進本部運営事業
事 業
区 分

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,683 50.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,000 43.6%

決 算 額 の 推 移 120.3%

活動 経済新戦略推進本部会議の開催数 3 44.4% Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果 経済政策研究会の開催 6 50.0% Ⅰ

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２５年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,000 ・福井経済新戦略の主要プロジェクトの行動計画（アクションプラン）の策定
・官民連携のプロジェクトチーム編成による新戦略の着実な実行
・新たな海外市場戦略や嶺南地域の産業振興など、時宜に応じたテーマについて、有
識者等と協議、意見交換し、得られた知見を基に新施策・事業を立案、実行する財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,000

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
 「プロジェクト推進行動計画」に掲げた施策を実行し、企業経営者や有識者等で構成する福井県
経済新戦略推進本部会議で、行動計画に基づく事業の進捗を管理するとともに、新たな政策課題に
ついて議論を行っている。
　また、本県を取り巻く環境が大きく変わっていることを踏まえ、戦略の見直しを行っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　見直しを行った新戦略に掲げる施策を確実に実施するとともに、経済新戦略推進本部では、有識
者から得られた知見等を基に、経済・社会情勢の変化に対応した新たな施策の提案等を行ってい
く。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１０－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ Ｓ32 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 58 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

94,650 91,838 92,552 93,485

87,093 87,577 87,664 88,308

87,078 87,542 87,201 88,267

11 11 12 12

351 332 318 314

1,069 1,276 1,354 1,329

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平均伸び率

加盟組合数

設置する指導員数

加盟組合数

89,507 0.7%

決 算 額 の 推 移 0.5%

活動 12 2.3%

組合実地指導件数3.7%実地指導件数

設置指導員数

目標値、指標の積算根拠等

区　　　　　　分 ２６年度

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

事業効果 指標 306 △ 3.4%

の推移 成果 1,212

　厳しい経済情勢の中、組合数等は減少しているが、消費税転嫁対策や中小企業人材の確保・定着
化など幅広い観点から県内企業の支援に取り組んでいる。

　組合の適正な運営や事業の継続には、中小企業団体中央会の指導が不可欠である。青年部や女性
部の活動も活発化しており、企業連携や新事業展開に向けた支援を行うなど、企業の組織化に精通
した中央会の役割は大きく、本事業も継続する。

終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

■ 継　　続 □ 休　　止

□

完　　了

見　直　し　額 千　円

□ 拡　　充

そ の 他

□ 縮　　減 □

整理統合 □ 廃　　止 □

□

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

その他特定財源

[事業の評価]

指標

89,507

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 90,550 △ 1.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

89,507

国　　　　　庫

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

国　庫

法定受託事務

　福井県中小企業団体中央会に指導員を設置し、中小企業の組織化および協同組合、商工組合、商店街振興組合等の運営指導ならびに中小企業に対する高度化、情報提供、金融施策等の指導を行う。

  〔法律等〕中小企業等協同組合法

県　単 補 助 金 経過年数

［事業内容］

[事業目的]

　中小企業の組織化および事業協同組合等の育成・指導を行い県内中小企業の育成を図る。

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

中小企業団体中央会育成事業

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

元気な産業

事      業      名
事 業
区 分

実行予算

その他 そ の 他

含まれる事業数

－１１－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ Ｓ35 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

1,034,713 986,588 952,518 935,231

996,550 941,505 924,260 916,008

990,331 937,131 923,086 911,977

73,708 70,795 69,819 71,863

23 16 8 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

小規模企業支援

継　　続

〕　　　＝　　　〔

　厳しい経済環境の中で、地域の中小企業の支援機関である商工会、商工会議所の積極的な指導・
支援活動は不可欠であり、本事業を継続することで、引き続き県内中小企業の経営の改善・強化を
図ることが重要である。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

□ 整理統合 □

見　直　し　額

［事業内容］

　商工会、商工会議所を通じて、小規模事業者の経営や技術の改善を促進することにより、地域産業の発展を図る。

経営指導件数等

平成７年 商工会、商工会議所の人件費、旅費および庁費について、国庫補助か
ら一般財源（交付税措置）へ移行
平成１０年 商工会連合会についても国庫補助から一般財源（交付税措置）へ移行
平成１７年度より研修派遣補助事業を廃止
平成１８年度より商業・サービス業次世代人材育成事業を廃止
平成２０年度より商工団体育成事業費補助金を統合

923,796

923,796

財源内訳

国　　　　　庫

拡　　充 □

■

□

廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

その他特定財源

縮　　減

一　般　財　源

　小規模事業者を取り巻く経営環境が厳しい状況にある中で、経営指導員等が積極的に巡回指導を
行い、資金繰りや経営革新支援などを通じて、事業者の経営力の強化・安定に努めている。

[事業の評価]

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□

 〕　／　整備目標

完　　了

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅱ

指標

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 経営革新計画承認に至った件数 17 2.9%

Ⅱ

事業効果 指標

経営指導件数、金融斡旋件数

△ 1.8%

決 算 額 の 推 移 △ 2.7%

活動 74,693 0.4%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 931,137 △ 2.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 923,796

法定受託事務

[事業目的]

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

事      業      名
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

含まれる事業数

（１）経営指導員等の配置による金融、税務、労働、取引、経理等小規模事業者の経営に必要な事項について、きめ細やかな相談指導の実施、講習会等の実施
（２）企業記帳の指導、記帳事務の代行
（３）技術・経営に関する分野の知識や技能を持つ専門家の派遣による指導

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

県　単 補 助 金 経過年数

産業労働 部 産業政策

小規模事業経営支援事業費補助金

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

元気な産業

－１２－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,895

587

13

63

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　原発関連企業は、依然厳しい経営状況が続いており、当事業の継続を望む声も多いことから、引
き続き、スキルアップ経費について支援を行う。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　従業員のスキルアップ研修を支援することで、嶺南地域の原発関連企業等の受注拡大を図ってい
る。支援企業数は減少したものの、資格取得者数は増加している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,898

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,898

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

の推移 成果 資格取得者数 124 96.8% 100人

Ⅳ

事業効果 指標

-61.2%

決 算 額 の 推 移

活動 支援件数 6 -53.9%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,898

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,898

法定受託事務

[事業目的]

　嶺南地域の原発関連企業等の受注拡大のため、従業員のスキルアップ研修を支援する。

［事業内容］

　２５年度または直近３か月の平均売上高が前年または前々年度より１０％以上減少している機械器具保守業者に対し、事業所外の研修費および賃金の一部を助成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 嶺南企業人材スキルアップ支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

－１３－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

3,000

3,000

2,937

4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

事      業      名 地域における中小企業の魅力発信事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,000 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,000 0.0%

決 算 額 の 推 移

[事業目的]

　地域の子供たちに対し、地元の中小企業で働く魅力や身近な企業の製品や技術の魅力についての情報発信を充実させ、次世代の地域産業を担う力を育てる。

［事業内容］

　小学生・中学生およびその家族を対象に、地域の産業フェアなどに合わせて行う小さな企業の魅力を紹介する職業体験や展示会等の開催に対して支援する。
　・産業フェアで地域の小さな企業による仕事内容の実演や菓子等の商品づくりなどを体感する職業体験会
　・産業フェアで地域の町工場の製品や建設会社の重機機械などを紹介する展示会
　・身近にある個人商店や町工場など小さな企業の見学会や経営者との懇談会　など

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

活動 開催回数 4 0.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

3回 Ⅱ

事業効果 指標

指標

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 3,000 地域の産業フェアに合わせて、県内各地域の小さな企業の仕事内容や製品・技術な
どの周知を図ることで、次世代を担う人材づくりに資する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,000

拡　　充 □ 縮　　減 □

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　事業をより効果的に実施するための新たな提案・工夫がなされるよう、早い段階での周知を行
い、事業内容の浸透を図る。

見　直　し　額 千　円

終期の見直し
　小・中学生の地元企業への関心を高め、将来の就職につながる内容のイベントが各地で開催され
た。また、地元企業紹介誌の作成・配布など、地元企業の魅力が効果的にＰＲされた。

■ 継　　続 □

－１４－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ H6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 21 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

109,295 105,399 108,654 108,669

100,171 100,762 101,702 115,215

100,137 100,248 101,702 114,823

222 251 257 255

101 91 90 78

429 576 465 471

146 130 142 85

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 創業・ＩＴビジネス支援

法定受託事務

[事業目的]

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県産業情報センター運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

Ⅲ

12.3%

　企業の情報化に係る支援、企業の経営等に関する情報の提供および県内情報産業の育成を行うことにより、本県産業の高度化を支援するための施設である県産業情報センターの維持・管理を行う。
（＊主な施設：インキュベートルーム、パソコン実習室、産業情報資料室、マルチホール、会議室、ビデオ編集室等）

　・県産業情報センターの施設・設備の維持・管理・運営
　・マルチメディアサポートセンター（ＭＭＳＣ）設備の維持・管理・運営および利用者に対する操作指導等の支援
　・県産業情報センター嶺南支所の維持･管理･運営

情報化研修定員充足率

福井新々元気宣言
における位置付け

決 算 額 の 推 移

活動 266 4.7%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

メルマガ配信先数（ＭＭＳＣ）

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 165,695 13.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 154,765

4.8%

一　般　財　源 119,927

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 154,765
　・平成１３年度に嶺南支所開設、インキュベートルーム増設
　・平成１４年度に隣接する情報産業集積団地（ソフトパークふくい）にＬＡＮを敷設
　・平成１５年度に映像編集・合成システムと３ＤＣＧ制作システムをリニューアル
　・平成１６年度に嶺南支所を白鬚ビルに移転およびＭＭＳＣの技術指導業務を廃止
　　し、維持管理運営経費を削減
　・平成２０年度から機器リースの最適化を図り経費を削減
　・平成２６年度に６，７階の施設改修を実施し、コワーキングルーム等を設置
　　ＭＭＳＣにポータブル映像制作システムを設置

　・平成１８年度から指定管理者制度導入
　（マルチメディアサポートセンター運営および情報化人材研修を含む。）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

　経費節減を図りつつ、貸出利用件数の増加に努めている。マルチホールやパソコン実習室、ビデ
オ編集室、インキュベートルーム等を提供することにより、情報産業の育成および中小企業の情報
化に役立っている。

　平成１８年度から指定管理者制度を導入し、２２年度に公募により指定管理者の指定（指定の期
間は２３年度から５年間）を行った。
　２６年度は、県内における起業化支援拠点として再整備を実施し、今後は、当施設内に創業相談
窓口を設置するほか、創業セミナーを開催するなど、より一層の施設利用が見込まれる。また、Ｍ
ＭＳＣ（マルチメディアサポートセンター）においても、新たに設置したポータブル映像制作シス
テムについて、利用件数の増加が見込まれる。

□ 整理統合 □ 廃　　止

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

33,915

その他特定財源 923

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

□

見　直　し　額 千　円

□ そ の 他

終期の見直し

情報化人材研修の定員充足率（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

パソコン実習室、会議室、マルチホール、システム設計室の利用件数     

年度末時点のメールマガジン配信先件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

指標 94 △ 7.8% マルチメディアサポートセンターの利用件数                                    Ⅳ

貸出施設利用件数

貸出施設利用件数（ＭＭＳＣ）

の推移 成果 428 1.8%

Ⅱ

事業効果 指標 87 △ 3.2%

Ⅱ

－１５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ Ｓ51 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

9,282 8,380 7,761 7,582

8,974 8,380 7,761 7,882

7,465 7,692 7,392 7,766

888 955 913 943

398 445 517 550

16 46 46 51

50,221 104,137 85,950 88,145

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 小規模企業支援

事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 中小企業経営資源強化対策事業（中小企業取引情報提供事業） 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　発注企業（親企業）を中心として下請企業が裾野を広げる下請分業構造は、発注企業の海外展開、選別強化、コスト削減要請等の環境変化に直面しており、下請企業においては脱下請化、発注企業の分
散化を図る必要がある。
　このため、発注情報の収集提供や取引斡旋等を実施し、県内下請企業の自立化を支援する。

［事業内容］

　下請企業が受注量の減少や発注企業の選別強化に対応し受注を確保するために行う発注情報・製品情報等の収集・提供および発注企業との取引条件改善のための情報提供を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 7,400 △ 5.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 7,400 △ 4.6%

決 算 額 の 推 移 1.4%

活動 相談件数 918 0.9% 取引、経営等に関する相談を受けた件数 Ⅱ

事業効果 指標 斡旋件数 622 11.9% 受発注情報を斡旋した件数 Ⅰ

の推移 成果 成約件数 59 53.5% 受発注情報を斡旋した企業の成約件数 Ⅰ

指標 契約設立当初受注金額 97,006 25.6% Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 7,400

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 7,400

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　親企業のグローバル化、選別の強化、コスト削減要求など下請企業には厳しい経済情勢が続いて
おり、下請企業の自立化のためには継続的な支援が必要である。
　受発注情報の提供や商談会開催などにより、成約件数や契約設立当初受注金額が増加するなどの
成果が出ている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　下請中小企業振興法に基づいて、産業支援センターはその県内唯一の「下請企業振興協会」に位
置付けられている。県内には多くの下請企業があり、発注企業の分散化、受注機会の増加を通じ、
経営の安定化に寄与するものである。今後は、補助経費の見直しに努めつつ、発注企業開拓につい
てさらに積極的に実施していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ □ S55 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 35 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

33,594 31,763 28,379 18,211

29,251 28,227 25,321 18,211

28,455 26,259 24,245 15,619

1,831 1,948 2,557 897

757,344 618,170 791,227 1,052,276

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 創業・ＩＴビジネス支援

事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 産業情報化支援事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　多様で活力のある産業の成長発展の担い手である中小企業等が、独創性、機動性を発揮して、新たな事業展開を行うために必要な経営ノウハウ,技術、人材、情報等の経営資源の確保を一体的、総合的に
支援する。

［事業内容］

　（公財）ふくい産業支援センターが行う次の事業に対して補助する。
　・「Ｆ-ＡＣＴ」等の発行　　　　　　　　　　　 ・各種資料の収集、提供
　・各種調査の実施　　　　　　　　　　　　　　　・ふくいナビの管理･運用
　・交流会・セミナー等の開催　　　　　　　　　　・企業のＩＴ化支援
　・相談事業
　・ホームページ等による情報の提供

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 16,982 △ 14.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 14,434 △ 15.7%

決 算 額 の 推 移 △ 17.0%

活動 セミナー等参加者数 778 △ 10.1% セミナー等への参加者数 Ⅳ

事業効果 指標

の推移 成果 ふくいナビアクセス数 563,441 △ 1.0% 「ふくいナビ」の総閲覧数（ページ単位） Ⅲ

指標 　

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 14,434 　Ｓ５５～：（財）福井県中小企業情報センター
　Ｈ６　～：（財）福井県産業情報センター(名称変更)
　Ｈ１３～：（財）福井県産業支援センター(統合)
  Ｈ１７～：（財）ふくい産業支援センター(統合)
　H２０～：機器リースの最適化を図り、経費を削減
　Ｈ２１～：ＩＴﾍﾞﾝﾁｬｰ交流会をＩＴセミナー等へ統合
　Ｈ２６～：ふくいナビのシステムの一部をクラウド化

＜事業区分＞
　～Ｈ１７：国庫
  Ｈ１８～：県単
　　　　　：情報化人材研修は指定管理業務となり産業情報センター運営費に変更

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 14,434

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　ビジネス情報誌「F-ACT」や企業支援情報提供サイト「ふくいナビ」により、効果的に県内企業
へ情報提供を行っている。
　セミナー＆交流会の開催により、県内企業のIT活用とビジネスマッチングを促進し、県内企業の
販路開拓に向けた経営資源の確保を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　セミナー等開催事業については、情報化人材育成事業（指定管理業務）との効果的な組み合わせ
を考慮しながら、アプリ等最先端分野の技術支援により、県内IT産業の振興を図る。
　「ふくいナビ」システムの一部を、コスト削減、安全性確保のためクラウド化したが、サーバー
についてもクラウド化することで、安全性の向上と経費削減につなげる。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

5,254

5,254

4,900

185

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 創業・ＩＴビジネス支援

事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 Ｅ－コマース拡大強化事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　インターネットにおける通販・取引市場が拡大する中、ネット通販・取引サイトの制作指導等を行う「ネット通販・取引支援センター」を通じ、県内事業者のインターネットを活用した販路拡大を図
る。

［事業内容］

　専門家による県内事業者への訪問を主体としたネット通販・取引のサポート
　　・ネット通販・取引サイト制作における個別相談、指導等
　　　　専門家による支援内容：商品ページの制作、デザインの活用、検索や広告の効果促進
　　・県内各地域における支援内容の説明会と相談会の開催
　　・ネット通販・取引に関する個別相談、他の支援制度の紹介等

　　（主な支援対象）県産品を取り扱っている県内事業者

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,850 △ 7.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,850 △ 7.7%

決 算 額 の 推 移

活動 ネット通販取引支援センター相談件数 229 23.8% Ⅰ

事業効果 指標

の推移 成果

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 4,850

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,850

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　ＥＣ専門家派遣事業により、ネット通販での販路拡大を図る事業者に専門家を派遣したことで、
派遣企業の売上増に貢献し、事業成果が出ている。
　また、昨年度開設したネット通販・取引支援センターの利用者が、昨年度に比べ増加しており、
センターの存在が浸透している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内では、ネット通販による販路拡大を図りたい事業者が多く、専門課派遣や相談窓口は重要な
支援であり、今後とも継続していく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H26 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 創業・ＩＴビジネス支援

事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふくいｅ-オフィスプロジェクト 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

　ウェアラブルコンピューターなどの県外ＩＴ企業を誘致し、地場産業の技術との融合を図り、特に福井国体時に活用可能な製品の開発を重点的に支援する

［事業内容］

（１）コンピューター関連企業の誘致にかかる補助制度の創設
（２）「ウェアラブルコンピューター製品」を活用した実証実験を行う企業に対する経費の支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,205

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,245

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果 指標

の推移 成果 誘致企業数 2 H26目標：2社

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 5,245

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 5,245

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　県外ＩＴ企業の誘致につなげるため、市町と連携した営業活動を行った結果、２社の誘致につな
がった。
　また、今年度、ウェアラブル関連分野について、シンポジウムの開催や実証実験の支援を実施し
たことで、県内業者の当分野への関心が高まりつつある。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　市町と連携した県外ＩＴ企業誘致活動を引き続き実施する。
　また、ウェアラブル端末関連の実証実験への支援を引き続き実施し、その成果を県内企業へ
フィードバックすることで、ビジネスマッチング等の波及効果を図る。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１９－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

3 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 4 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

72,016 77,123 76,267

67,776 76,006 76,121

67,500 61,831 70,263

139 364 402

5 9 16

17 16 51

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 海外展開支援

法定受託事務

[事業目的]

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

ふくい貿易促進機構設置運営事業

△ 0.7%

決 算 額 の 推 移 2.6%

活動

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 70,064 △ 0.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 65,167

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 65,167 　Ｈ２３：官民が連携し、「ふくい貿易促進機構」を設立し、中国と貿易を行う県内中
小
　　　　　企業への支援機能を強化
　Ｈ２６：県内企業の関心が高まる東南アジアにおいて、企業の事業展開をサポー
トする
　　　　　ため、タイに「ふくいバンコクビジネスサポートセンター」を設置

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

整理統合 □
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

終期の見直し

□■ 継　　続

□ 拡　　充 □ 縮　　減

一　般　財　源 65,167

□

休　　止 □ 完　　了

[事業の評価]

所属の

方　針

見　直　し　額 千　円

　「ふくい貿易促進プラザ」「ふくい上海ビジネスサポートセンター」「ふくいバンコクビジネス
サポートセンター」等の海外ビジネスサポート拠点を中心に、アジア市場への販路開拓や拠点設置
に関する相談対応など県内企業のニーズに応じた支援を実施しており、機構の支援による輸出・拠
点開設企業数ともに増加している。

　中国浙江省や台湾経済界、タイ工業省との経済協力関係を活かし、現地における本県企業の経済
活動の支援を強化する。

□ 廃　　止 □ そ の 他

　上海、バンコク（秋に開設予定）、福井に設置する海外ビジネスサポート拠点において、アジア市場開拓に関する相談サポートを行うとともに、現地の有力仕入れ責任者とのネットワークを活かした商
談支援等を強化し、アジア市場への販路拡大を促進する。

（１）海外ビジネスサポート拠点等での相談対応（上海、バンコク、福井）
（２）福井産品応援者バンク登録者との共動によるアジア販路開拓支援
（３）展示会・商談会への出展支援

機構の支援により拠点を開設する企業数

機構の年間利用企業数（実数）

機構の支援により新たにアジア輸出を行う企業数指標 56 74.2% Ⅰ

の推移 成果 20 60.9%

Ⅰ

事業効果 指標

Ⅰ

426 59.4%

－２０－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ Ｓ43 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 47 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

10,500 10,500 9,700 9,400

10,500 9,800 9,700 9,400

10,200 9,800 9,600 9,400

31 25 26 36

356 323 375 417

2,638 3,868 2,870 -

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　貿易や海外取引、海外進出に関する相談等、企業の国際的事業活動の支援において同センターが
果たす役割は大きく、今後も継続して事業を実施する。

見　直　し　額 千　円

一　般　財　源 9,300

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　貿易投資相談は、ジェトロが世界各地から収集した豊富な情報とノウハウを活用し実施している
が、県内企業からのニーズは強く、相談件数も300件を超えている。

■ 継　　続

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 9,300

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

Ⅰ

指標

の推移 成果 貿易総額（億） 10.4% （暦年）

Ⅰ

事業効果 指標 相談件数 338 △ 0.2% Ⅲ

△ 3.0%

決 算 額 の 推 移 △ 2.7%

活動 セミナー等開催数 43 10.6%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 9,300 △ 2.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,300

法定受託事務

[事業目的]

　貿易の振興を図るため、日本貿易振興機構（ジェトロ）およびその他関係機関との連携のもと、各種貿易振興事業を実施するとともに情報の収集を図る。このため、ジェトロ福井貿易情報センターに対
し、負担金を支出する。

［事業内容］

　ジェトロ福井貿易情報センター運営費の助成（人件費、借館費）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 県貿易情報センター負担金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業 その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 産業労働 部 産業政策 海外展開支援

－２１－



■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 21 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

2,330 2,100 2,000 1,900

2,100 2,000 2,000 1,900

2,100 2,000 2,000 1,900

71 67 59 59

1,294 1,677 1,470 -

　 　

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

見　直　し　額

廃　　止 □

　本県企業にとって最も関心の高い中国に関する調査研究やレポート作成などを中心に、事業活動
は年々充実している。本県の東アジア諸国との貿易額が高水準で推移するなど、東アジア諸国との
貿易促進の一助となっている。

　東アジア諸国に関する調査・研究や情報の収集・提供など有用な事業を展開しており、今後も継
続して事業を実施する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

一　般　財　源 1,900

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,900

区　　　　　　分 平成２６年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

特　記　事　項

千　円

整理統合 □

Ⅰ

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

76 2.8%

指標

8.6%の推移 成果

[事業目的]

［事業内容］

△ 4.9%

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言
における位置付け

元気な産業 県　単 補 助 金 経過年数

技術と戦略で勝ち抜く福井の産業

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他その他

事      業      名 含まれる事業数

1,900 △ 2.4%

[予算額および指標の推移等]

事 業
区 分

（単位：千円）

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

所　　属 産業労働 部 産業政策

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

海外展開支援

法定受託事務

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金

　日本海沿岸府県が活発に環日本海経済交流を推進する中にあって、北陸地域の産・学・官連携のもとに、環日本海諸国との経済交流を促進し、環日本海経済交流の拠点地域を目指すことにより、北陸地
域の経済の国際化と活性化を図る。

（１）対岸諸国に関する情報の収集・提供事業
（２）対岸諸国に関する調査・研究事業
（３）対岸諸国との経済交流に関する普及・啓発事業

東アジア諸国との貿易額（億円）

活動件数

（暦年）　　

活動件数は調査報告書の作成、レポートの発行、講演会の開催等の回数

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,900

Ⅱ

事業効果 指標

－２２－


